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株式会社金羊社との業務提携に向けた基本合意書締結に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成25年3月29日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社金羊社（以下｢金羊社｣とい

います。）（本社：東京都大田区鵜の木2丁目8番4号 代表取締役社長 浅野 健）との業務提携に向けた協

議に入る旨を決議し、金羊社と基本合意書を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．業務提携の検討の背景と目的 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、主として印刷関連事業のほか、人材関連事業、出版関連

事業、葬祭関連事業等を行っております。金羊社は、創業以来約 80 年の歴史を有する製版からオフセッ

ト印刷・製本・加工に至る総合印刷会社であり、オーディオ、ビジュアル、ゲーム関連のエンタテイン

メントパッケージ業界においては常にトップシェアを有しております。 

両社は、共に印刷事業を営んでいるものの、重複する事業領域が少なく、印刷業界において両社の強み

を活かしつつ、協力関係を構築することにより、業界の活性化、顧客満足の拡大につながると考えたも

のです。 

加えて、当社は、企業理念として、人類共通の普遍文化である印刷出版情報事業に携わるものとして、

より良い環境、豊かな生活、希望に満ちた未来を実現するため、全ての社会や地域の人々と信頼の絆を

結ぶと共に、企業としての責任と求められる適正な行動を自覚し、社会から常に貢献を認められる企業

であることを目指しています。また、金羊社は、いかなる時も社会とマーケットから信頼され、誇りと

創意と感謝に溢れた人間集団であり続けることを、経営理念としています。 

当社と金羊社は、これらの企業及び経営理念の実現に向けて、両社それぞれの更なる事業の発展に資す

るシナジーを生み出すことを目的に、業務提携に向けた基本合意書を締結致しました。 

 

 

２．業務提携の内容等 

基本合意書に基づき、両社の保有する事業ノウハウの活用をはじめ、営業、技術、生産、人事交流等の

経営資源を包括的に相互に活用することを目的に、協議を行って参ります。両社のお互いの強みを生か

し、相乗効果により既存事業の規模拡大による競争力強化と新成長分野への事業領域の展開を図ります。 
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３．提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社金羊社 

（２） 所 在 地 東京都大田区鵜の木2丁目8番4号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 浅野 健 

（４） 事 業 内 容 

１．オーディオ・ビジュアルソフト関連 

CD・DVD・VCT・MCT用ジャケット、解説書、パッケージ類 

２．ゲームソフト関連 

ゲームソフト用ジャケット、解説書、パッケージ類 

３．商業・出版印刷 

書籍、年鑑、カタログ、パンフレット、ポスター、チラシ、カレンダー、

POP 他商業販促物、会社案内、名簿、事業報告書、画像大型長尺出力、長

尺出力等 

４． デジタルメディア関連 

CD-ROM、DVD-Video、DVD-ROM、CD-EXTRA、CD/VD、ホームページ等の企

画・制作・販売 
（５） 資 本 金 167百万円 

（６） 設 立 年 月 日 大正15年9月30日 

資 本 関 係 記載すべき関係はありません。 

人 的 関 係 記載すべき関係はありません。 

取 引 関 係 印刷物に関する取引があります。 （７） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 
関連当事者へ

の 該 当 状 況
記載すべき該当状況はありません。 

（８） 当該会社の最近3年間の経営成績及び財政状態 

決 算 期 平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期（予）

 売 上 高 7,384百万円 7,355百万円 7,850百万円

 営 業 損 益 △457百万円 4百万円 130百万円

 経 常 損 益 △375百万円 79百万円 180百万円

 当 期 純 損 益 △528百万円 175百万円 200百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 損 益 △158.21円 52.64円 59.88円

 純 資 産 4,357百万円 4,533百万円 ― 百万円

 総 資 産 8,614百万円 8,235百万円 ― 百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 1,304.74円 1,357.39円 ― 円

 

４．日 程 

   平成 25 年 6 月末までに業務提携に関する最終契約書の締結に向けて両社間で詳細を協議してまいりま

す。 

 

５．今後の見通し 

業務提携に向けた協議の進捗については、今後、決定次第、お知らせいたします。 

なお、本件による当社の当期連結業績に与える影響はありません。 

 


